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１．事業概要

（１）

① 給　水
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人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

④ 組　織

別添１－1

三郷町　　　　　　　　　　水道事業経営戦略

事業の現況

水道料金体系は、口径別従量制で基本料金・従量料金としています。
基本料金は1㎥/月とし、従量料金は使用量により段階的に徴収しています。

15,000

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

三郷町

三郷町水道事業

計 画 期 間 ：

8

～

管 路 延 長

2.677

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 33 年 4 月 1 日

水 源

策 定 日 ：

年度

142.5

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力

計 画 給 水 人 口 30,000

現 在 給 水 人 口 23,056
法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適用（全部）

㎥／日

　組織は水道部とし、事業経営を行っています。

平 成 30 年 4 月 1 日料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

施 設 利 用 率 49.2

施 設 数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

1
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表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

水 道

簡易水道

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

職種別職員数の推移 （単位：人）

7

平 均 年 齢 （ 歳 ） 43 44 48 48 47 49 47 50 50 52

7 7 7 7 7計 8

4 4 4
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7 7 7 7 7
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事 務 職 4 4 4 4 4 4 4

8 7 7
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町 長
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（ 事 務 職 ）
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（ 事 務 職 ）

水 道 課 長 補 佐
（ 事 務 職 ）

主 任
（ 技 術 管 理 者 ）

課

員

主 査 2人

会 計 年 度 任用 職員 1人



（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

　給水人口は「国立社会保障・人口問題研究所」（コーホート要因法）の予測値を平成21～30年度の実績値の比例換算値により予測しました。

これまでの主な経営健全化の取組

　昭和30年創設認可を受け、昭和33年4月1日に給水を開始した上水道事業は、昭和38年4月1日に既設簡易水道を統合し、経営の一本化、管理の一体化を図り、新
規住宅団地の給水を行っています。

給水人口の予測

三 郷 町 上 下 水 道 事 業

昭和30年創設認可

三 郷 町 上 水 道 事 業

三 郷 町 南 畑 簡 易 水 道 事 業

昭和35年創設認可

平成10年第5次拡張事業認可
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給水人口の予測

H29 H30

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

R11

23,140 23,036 23,081 23,018 23,166 23,200 23,200 23,126 23,086 22,999

22,609 22,532 22,45422,921 22,983 22,972 22,930 22,885 22,842 22,766 22,687

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

1 営業収支比率 ％ 98.75 97.48 87.72 92.99 76.64 93.5 102.6 ⬇

2 経常収支比率 ％ 112.12 110.11 104.41 105.44 89.64 106.8 111.4 ⬇

3 総収支比率 ％ 110.21 110.10 104.36 105.39 89.62 106.8 111.4 ⬇

4 累積欠損金比率 ％ 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.0 0.0 -

5 繰入金比率(収益的収入分) ％ 0.11 0.09 0.07 0.06 0.04 1.9 0.4 ⬇

6 繰入金比率(資本的収入分) ％ 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 8.1 5.9 ⬇

7 職員一人当たり給水収益 千円/人 73,718 73,323 74,037 75,028 67,575 45,451 65,323 ⬆

8 給水収益に対する職員給与費の割合 ％ 11.19 11.40 11.24 11.02 12.90 13.9 11.1 ⬇

9 給水収益に対する企業債利息の割合 ％ 2.49 2.17 1.89 1.61 1.89 7.9 6.4 ⬇

10 給水収益に対する減価償却費の割合 ％ 29.23 30.20 31.99 31.78 38.45 52.0 41.9 ⬇

11 給水収益に対する企業債償還金の割合 ％ 10.92 11.26 11.44 11.02 17.06 17.0 18.8 ➡

12 給水収益に対する企業債残高の割合 ％ 73.98 100.57 107.95 168.16 204.25 393.8 317.2 ⬇

13 料金回収率 ％ 112.72 110.13 102.93 103.82 85.82 97.0 104.6 ⬇

14 供給単価 円/㎥ 220.44 220.31 220.94 221.95 202.17 193.4 174.9 ⬆

15 給水原価 円/㎥ 195.57 200.04 214.66 213.78 235.57 203.7 169.8 ⬆

16
1箇月当たり家庭用料金

（10㎥使用の場合）
円 1,900 1,900 1,900 1,900 1,650 1,728 1,459 ⬇

17
1箇月当たり家庭用料金

（20㎥使用の場合）
円 3,850 3,850 3,850 3,850 3,350 3,531 3,070 ⬇

18 有収率 ％ 87.45 87.58 88.13 85.82 86.86 81.1 86.0 ⬆

22 流動比率 ％ 419.75 310.67 379.20 261.40 355.15 400.0 343.0 ⬇

23 自己資本構成比率 ％ 13.47 12.72 33.41 30.40 31.58 69.0 69.2 ⬇

24 固定費比率 ％ 620.36 649.80 251.11 270.07 272.33 124.0 124.6 ⬆

25 企業債償還元金対減価償却費比率 ％ 37.37 37.29 35.77 34.69 44.38 55.3 67.1 ⬇

26 固定資産回転率 回 0.08 0.08 0.07 0.07 0.06 0.1 0.1 ⬇

27 固定資産使用効率 ㎥/10,000円 6.71 6.36 6.37 6.13 5.93 5.5 6.9 ⬆

28 有形固定資産減価償却率 ％ 47.67 47.51 48.20 45.80 46.85 - - -

29 収納率 ％ 98.47 98.79 98.75 98.84 98.93 - - -

経営比較分析表

番 号 業 務 指 標 単 位

三 郷 町 実 績 値 類  似

団  体

平均値

(H29)

全  国

平均値

(H29)

評 価



（２）

（３）

（４）

料金収入の見通し

　料金収入は、平成30年4月の料金改定を行いましたが現状の従量料金制を維持し、令和10年度より16.4％上昇の料金改定を行います。

　組織は水道部水道課とし、維持管理業務、施設改良業務を行い職員数は現状どおりとします。

　水需要の予測は、平成21～30年度の用途別使用水量の実績値から「時系列傾向分析法」により予測しました。

水需要の予測

組織の見通し
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料金収入の見通し

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

473

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

534 552 553 533 522 516 513 518 525

467 465 461 459 458 452 449 447 443 511 508

（単位：人）職員数の人員計画

区 分 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

損 益 勘 定 職 員 7

資 産 勘 定 職 員 0

計 7 6 6

6 6

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

6 6

事 務 職 員 4

技 術 職 員 3

計 7

4 4 4 4 4

3 3

6 6 7 7 7 7 7 7 7 7

2 2 3 3 3 3 3 3

4 4 4 4 4

6 6 6 6 6 6 6 6

6 6 6 6 6 6
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水 道 課 長 補 佐

（ 事 務 職 ）

主 任

（ 技 術 管 理 者 ）
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員

主 査 2人

会 計 年 度 任用 職員 1人



３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

目 標
投資計画は施設の耐震化、施設の改良・新設、管路の更新・新設事業を行います。
各年度の投資金額は平準化を考慮し、事業を施工します。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

１．事業概要
　配水設備事業
　　（1）耐震・補強事業　（2）施設改良・新設事業　（3）管路更新・新設事業
２．経営理念、基本方針
　　（1）経営理念　『安心と安全で未来につなぐ三郷の水』
　　（2）基本方針

経営戦略の実施目標

・民間資金・ノウハウの活用については、現状を精査するとともに先進事業体の状況を参考に研究・検討し推進していきます。
・施設・設備の廃止・統合（ダウンサイジング）は、県域水道一体化により施設・設備・管路等適正な規模に見なおし施工します。
・施設・設備の合理化（スペックダウン）は県域水道一体化により配水区域の設定のみなおしを行い、施設規模や管路口径など検討し配水池や管路の耐震化を推進し
ます。
・施設・設備の長寿命化は、施設・設備の補修・修繕・取換などで長寿命化を図ります。
・広域化については「新県域水道ビジョン」の計画に沿って他の事業体とも連携し推進します。
・防災・安全対策については「危機管理マニュアル」の策定を検討するとともに他の事業体と連携し推進します。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

危機管理体制の強化

実 施 目 標 具 体 的 施 策

(1) 職員定数の適正化・人材育成

(2) 民間資金・ノウハウの活用

(3) 事業環境の整備

(4) 料金体系の見直しと収納率の向上

1. 経営基盤の強化 (5) 情報通信技術の活用

(6) 資金の管理・調達への取り組み

(7) 施設整備の推進

(3) 応急給水・復旧体制の確立

三
郷
町
水
道
事
業
経
営
戦
略

(8) 有収率の維持・向上

(9) その他経営基盤強化の取り組み

(1) 性能の合理化（スペックダウン）

(2) 施設の廃止・統廃合（ダウンサイジング）

2. 投資の合理化 (3) 施設の長寿命化

(4) 新たな知見や新技術の導入

(5) 広域化の推進

(1) 水質監視体制の強化

3. 安定供給体制の強化 (2)

（金額：百万円）

工事費

耐震補強・補修費

施設改良費

施設新設費

管路更新費

管路新設費

調査費

事務費 5.0

3,316.1

年度別投資計画

0 0 0

190.1 142.0

0 0 0 0 0 0 0

150.0 177.5 107.7 52.8 50.0 50.0 30.0 31.7

計

15.0

539.0

0

981.8

1,465.8

3,002

309.5

年 度
事 業 名

計

合 計

0 0 0.0 15.0 0 0 0 0 0 0

103.5 141.5 130.0 120.0 44.0 0 0 0 0 0

280.0 288.0 242.0

0 58.0 50.0 80.0 132.3 217.2 230.0 238.0 212.0

0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5

248.3

280.0

17.1 29.4 30.0 33.0 20.0 28.0 28.0 43.0 38.0 43.0

293.6 341.5 330.0 392.5 284.0 270.0

R11

0.5

311.2 371.4 360.5 426.0 304.5 298.5 308.5 331.5 280.5 323.5

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

0.5 0.5 0.5



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②　財源についての検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

現在行っている外部委託を精査し軽減できるものは軽減し、新たな委託も検討し経費の節減を図ります。

修 繕 費 更新や新設による修繕費の軽減できる費用は、有効な事業効果の使用を検討します。

動 力 費 施設の廃止・統合による軽減を行い、さらに省エネルギー機器の導入を検討します。

職 員 給 与 費 職員の員数は令和2年度より減員し、外部委託等により軽減を図ります。

そ の 他 の 取 組 施設・設備・管路の廃止・統合や合理化・効率化による経費の軽減を図ります。

目 標
　財源の確保は、料金改定を令和7年度から行います。
　企業債の借入は将来の負担を軽減するため少なくし、繰入金は繰出基準に戻づく必要額とします。

②　収支計画のうち財源についての説明

　財源は料金改定による料金収入のほか、県耐震対策交付金、企業債借入金、他会計繰入金と自己資金を充当します。

繰 入 金

経済性・効率性をよく検討し、導入の可能性を模索します。

施設、設備、管路の更新に伴い修繕費が軽減し、補修・修繕・取換を行い長寿命化を図るとともに各年度の事業費
の平準化を図ります。

　3～4年度毎の進捗状況を検証・評価し計画見直しを行い改善・実行を行っていきます。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

老朽化しているポンプ、電気設備などの設備機器、配水池などの施設、管路などは需要量計画に合わせ規模・性
能・口径を決定し、投資費用の削減を図ります。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

ポンプ、電気計装設備などの設備機器や配水施設・管路などの更新時や新設時の構造・材質などに高性能なもの
を採用します。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 その他の投資費用についても軽減できるものをよく検討し、削減を図ります。

企業債のは、将来の負担を軽減するために借入金を押さえます。

繰入金は繰出基準に基づく必要額とし、財政当局と調整した額とします。

「新県域水道ビジョン」に沿って近隣事業体と連携し推進します。広 域 化

料金は投資費用の大きな財源であることから改訂時期について慎重に検討し決定します。

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

廃止する施設や用地の売却や貸付など収益に繋がる可能性を検討します。

そ の 他 の 取 組 耐震対策県交付金の財源の確保を進めます。

企 業 債

委 託 料

・委託料　現行の委託内容を検討したうえで令和2年度の見込額とします。
・修繕費　老朽管路の更新による修繕費が軽減できる反面、老朽施設の修繕費が増加します。長寿命化を考慮し資産総額に令和2年度の見込額で算出します。
・動力費　令和元年度より各施設を順次廃止するため廃止年度から計上しません。
・材料費　令和2年度の見込額とします。
・その他　令和2年度の見込額とします。
・職員給与費　職員数は現状どおりとし、上昇を押さえ令和2年度の見込額とします。

（金額：百万円）財源計画

277.2 325.5 324.4 383.4 274.0 268.6 277.6

自 己 資 金 ・ そ の 他 30.8 36.2 36.1 42.6 30.5 29.9 30.9

331.5 280.5 323.5

計

12.9

2,972.5

330.7

3,316.1計 311.2 371.4 360.5 426.0 304.5 298.5 308.5

298.3 252.4 291.1

28.1 32.4

企 業 債

33.2

R9 R10 R11

補 助 金 ・ 交 付 金 3.2 9.7 0 0 0 0 0 0 0 0

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8



平成30年度 令和元年度

（決算） （決算見込）

1. (A) 497,495 493,822 491,765 488,328 485,902 484,689 479,432 476,400 473,570 470,133 537,812 534,518

（1） 473,025 466,811 464,789 461,352 458,926 457,713 452,456 449,424 446,594 443,157 510,836 507,542

（2） (B) 15,096 16,340 16,286 16,286 16,286 16,286 16,286 16,286 16,286 16,286 16,286 16,286

（3） 9,374 10,671 10,690 10,690 10,690 10,690 10,690 10,690 10,690 10,690 10,690 10,690

2. 92,794 91,695 87,493 87,429 87,680 86,272 85,511 84,631 84,622 84,380 82,632 79,124

（1） 260 240 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

260 240 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（2） 90,389 90,933 83,872 83,808 84,059 82,651 81,890 81,010 81,001 80,759 79,011 75,503

（3） 2,145 522 3,621 3,621 3,621 3,621 3,621 3,621 3,621 3,621 3,621 3,621

(C) 590,289 585,517 579,258 575,757 573,582 570,961 564,943 561,031 558,192 554,513 620,444 613,642

1. 649,163 662,460 627,213 627,981 630,460 633,615 634,966 635,706 638,081 640,283 642,433 644,463

（1） 59,659 63,380 53,144 53,144 53,144 53,144 53,144 53,144 53,144 53,144 53,144 53,144

28,193 28,339 23,569 23,569 23,569 23,569 23,569 23,569 23,569 23,569 23,569 23,569

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

31,466 35,041 29,575 29,575 29,575 29,575 29,575 29,575 29,575 29,575 29,575 29,575

（2） 407,627 418,718 399,273 394,668 390,817 387,826 381,917 377,465 376,248 374,688 372,685 371,429

17,037 14,942 8,280 8,212 8,166 8,146 7,446 4,046 4,009 3,977 3,941 3,914

23,509 28,080 27,537 28,573 29,577 30,552 31,703 32,526 33,096 33,693 34,351 34,872

0 1,000 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600

78,194 69,475 62,410 62,410 62,410 62,410 62,410 62,410 62,410 62,410 62,410 62,410

（3） 181,877 180,362 174,796 180,169 186,499 192,645 199,905 205,097 208,689 212,451 216,604 219,890

2. 9,350 13,965 15,919 17,856 20,346 22,833 26,296 28,722 31,040 33,360 35,837 37,730

（1） 8,953 7,838 9,125 11,062 13,552 16,039 19,502 21,928 24,246 26,566 29,043 30,936

（2） 397 6,127 6,794 6,794 6,794 6,794 6,794 6,794 6,794 6,794 6,794 6,794

(D) 658,513 676,425 643,132 645,837 650,806 656,448 661,262 664,428 669,121 673,643 678,270 682,193

(C)-(D) (E) △ 68,224 △ 90,908 △ 63,874 △ 70,080 △ 77,224 △ 85,487 △ 96,319 △ 103,397 △ 110,929 △ 119,130 △ 57,826 △ 68,551

(F) 84 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 249 282 639 639 639 639 639 639 639 639 639 639

(F)-(G) (H) △ 165 △ 282 △ 639 △ 639 △ 639 △ 639 △ 639 △ 639 △ 639 △ 639 △ 639 △ 639

（E+H） △ 68,389 △ 91,190 △ 64,513 △ 70,719 △ 77,863 △ 86,126 △ 96,958 △ 104,036 △ 111,568 △ 119,769 △ 58,465 △ 69,190

( I ) 27,690 -66,086 -148,117

(J) 741,110 595,396 492,632

202,537 204,168 203,586

(K) 208,674 124,001 132,263

55,202 21,598 28,278

0 0 0

91,415 41,229 42,326

地方財政法施行令第15条第1項により算定した

(A)-(B) 482,399 477,482 475,479 472,042 469,616 468,403 463,146 460,114 457,284 453,847 521,526 518,232

投資・財源計画
（収支計画）

年　　　　度

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

営 業 外 収 益

補 助 金

他 会 計 補 助 金

そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

令和9年度 令和10年度 令和11年度

区　　　　分

収

益

的

収

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用

職 員 給 与 費

基 本 給

退 職 給 付 費

そ の 他

経 費

動 力 費

修 繕 費

支 出 計

経 営 損 益

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ）

材 料 費

そ の 他

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 (
(Ⅰ)

）×100 6

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

流 動 資 産

う ち 未 収 金

流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分

う ち 一 時 借 入 金

(A)-(B)
△ 13.8 △ 31.2

0 0 0
資 金 の 不 足 額 (L)

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (M)

地 方 財 政 法 に よ る
((L)/(M)×100)

資 金 不 足 の 比 率
0 0 0

－ －
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 6 条 に 規 定 す る
(O) － － － － －

－ － － － － －
健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た

(N) － － － －

－ － －

－
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
(P) － － － － － －

－ － － － － －

事 業 の 規 模

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 し た
((N)/(P)×100) － － －

－ － －

－ － －
資 金 不 足 比 率

－ － － － － －



平成30年度 令和元年度

（決算） （決算見込）

投資・財源計画
（収支計画）

年　　　　度

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

区　　　　分

1. 163,700 258,500 277,200 325,500 324,400 383,400 274,000 268,600 277,600 298,300 252,400 291,100

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

6. 2,016 9,366 3,192 9,666 0 0 0 0 0 0 0 0

7. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

8. 0 56,283 7,932 7,932 7,932 7,932 7,932 7,932 7,932 7,932 7,932 7,932

9. 11,776 18,551 11,385 11,385 11,385 11,385 11,385 11,385 11,385 11,385 11,385 11,385

(A) 177,492 342,700 299,709 354,483 343,717 402,717 293,317 287,917 296,917 317,617 271,717 310,417

(B)

(A)-(B) (C) 177,492 342,700 299,709 354,483 343,717 402,717 293,317 287,917 296,917 317,617 271,717 310,417

1. 235,220 307,297 311,666 371,815 360,965 426,465 304,965 298,965 308,965 331,965 280,965 323,965

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2. 80,709 55,202 21,599 28,279 34,304 36,091 42,527 49,821 59,976 69,297 82,039 96,728

3. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 315,929 362,499 333,265 400,094 395,269 462,556 347,492 348,786 368,941 401,262 363,004 420,693

(C)-(D) (E)

1. △ 206,826 △ 110,989 △ 98,069 △ 116,330 △ 129,415 △ 145,965 △ 151,133 △ 164,905 △ 183,592 △ 203,414 △ 149,752 △ 179,466

2. 102,232 105,263 105,263 105,263 105,263 105,263 105,263 105,263 105,263 105,263 105,263 105,263

3. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(F) △ 104,594 △ 5,726 7,194 △ 11,067 △ 24,152 △ 40,702 △ 45,870 △ 59,642 △ 78,329 △ 98,151 △ 44,489 △ 74,203

(E)-(F) △ 33,843 25,525 26,362 56,678 75,704 100,541 100,045 120,511 150,353 181,796 135,776 184,479

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 966,163 843,061 937,062 1,150,283 1,440,379 1,591,688 1,823,161 2,005,940 2,223,564 2,398,567 2,568,928 2,763,300

○他会計繰入金

平成30年度 令和元年度

（決算） （決算見込）

260 240 456 456 456 456 456 456 456 456 456 456

260 240 456 456 456 456 456 456 456 456 456 456

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

260 240 456 456 456 456 456 456 456 456 456 456

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

計

(A) の う ち 翌 年 度 へ 繰 り 越 さ
0 0 0 0

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

そ の 他

そ の 他

計

資 本 的 収 入 額 が 資 本 的 支 出 額 に
△ 138,437 19,799 33,556

0 0
れ る 支 出 の 財 源 充 当 顎

純　計

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 支 出 金

0 0 0 0 0 0

補 塡 財 源 不 足 額

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

年　　　　度
令和2年度 令和3年度

83,645 91,287 110,276
不 足 す る 額

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

45,611 51,552 59,839 54,175 60,869 72,024

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和10年度 令和11年度
区　　　　分

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度


